
 
 
 

埼玉県生活排水処理施設整備構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料編】 
 

 

 

 

 39



 
 
埼玉県生活排水処理施設整備構想 
 

【資料-1】構想見直しの背景 

基
本
構
想
の
見
直
し

『埼玉県生活排水処理総合基本構想』
平成10年5月策定

『埼玉県生活排水処理施設整備構想』
平成16年8月見直し

「効率的かつ経済性を考慮」
「地域特性に配慮」

『彩の国5か年計画21』
(平成14年～平成18年)

『流域別下水道整備総合計画』
(目標年度：平成27年)

【関連計画・調査】

『市町村生活排水処理基本計画
（見直し）マニュアル』
平成15年3月策定

市町村による生活排水処理計画
（経済性・地域の特性を考慮）

県見直しマニュアルに基づき
市町村が生活排水処理基本計画を
見直し・策定作業の実施

市町村による生活排水
処理計画等を県に提出

市町村による生活排水処
理計画等を
県が取りまとめ

『埼玉県生活環境保全条例』
(第16条）

生活排水の処理施設の整備の促進等
（平成14年4月1日施行）

【現状の課題】
・BOD環境基準の達成率が全国平均に比して10％低い。
・県民の約3割は、生活排水が未処理である。
・河川の汚濁負荷量の74％は家庭からの排水である。
・地方財政の悪化に伴い、財源の確保が容易でない。
・生活排水処理方式によっては、住民の費用負担が増大する。
→新たに、効率的かつ適正で、経済性を考慮した整備計画を
立案することが重要

『ふるさとの川再生基本プラン』
(平成15年3月策定)

『河川類型指定見直し調査』
(随時)

県・市町村による一体的な
生活排水処理事業の推進

市町村の生活排水処理
関連計画（既計画）
（下水関連）

（農業集落排水関連）
（合併処理浄化槽関連）

 
資料-図 1  構想見直しの背景 
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埼玉県生活排水処理施設整備構想 

【資料-2】県と市町村の役割 
新構想の策定にあたっては、県と市町村で役割分担し、県と市町村との十分な協議・調

整を図りながら、効率的に作業を進めてきた。以下に、県と市町村の連携体制と構想見直

しまでのフローを示す。 

(1)  県と市町村との連携 

県と市町村の役割および組織体制を整理すると、以下のとおりである。 
 
【県の役割】 

・担当部局の連携・調整 

・構想見直し指針（市町村計画策定マニュアル）の作成 

・市町村との協議・調整 

・埼玉県生活排水処理総合基本構想の見直し 
 
【市町村の役割】 

・担当部局間の連携・調整 

・生活排水処理計画の策定（見直し） 
 
 

埼玉県河川浄化対策推進委員会
生活排水処理総合対策検討部会
（主幹級会議）

水
環
境
課

下
水
道
課

農
村
整
備
課

資
源
循
環
推
進
課

森
づ
く
り
課

作業部会
（担当者会議）

埼玉県

◎市町村生活排水処理基本計画策定マニュアルの作成
◎市町村との協議・調整
◎ヒアリング調査
◎市町村生活排水処理基本計画等の整理・集計
◎県生活排水処理施設整備構想の立案・改定

◎埼玉県生活排水処理施設整備構想の策定

下
水
道
担
当

農
業
集
落
排
水
担
当

浄
化
槽
担
当

市町村政策会議

市町村（例）

◎市町村生活排水処理基本計画の策定

◎市町村生活排水処理基本計画の作業実施
◎県ヒアリング調査への協力
◎担当部署間の調整
◎市町村生活排水処理基本計画の策定

◎ヒアリング調査・
市町村説明会の実施
◎市町村との協議
◎資料の提供

◎ヒアリング調査・
市町村説明会へ
協力・参加
◎資料の提出

計画策定に向けた
担当部局の連携

 

資料-図 2  県と市町村の関係と役割 
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埼玉県生活排水処理施設整備構想 
 

(2) 構想見直しのフロー 

今回の見直しにおいては、各種施設整備に係る経済比較を要するなど、構想見直しの考

え方が大きく変わったこと、経済比較は市町村単位での詳細な検討を要すること、生活排

水処理率が平成 14年度末において 78.3％（構想の集計値）に達していることなどから、次

の手順で作業を行った。 

【平成 14 年度】 

①現状と課題の整理 

  県内の生活排水処理に関わる項目（人口、経済（工業出荷額）、公共用水域の水質状況な

ど）を整理するとともに、生活排水処理施設整備の必要性について整理した。 

 

②基本方針の検討 

 構想の見直しを行うための基本方針について検討した。 

 

③構想見直し指針（案）（市町村計画策定マニュアル(案)）の作成、市町村説明会 

  ②の基本方針をもとに、構想見直し指針（案）（市町村が生活排水処理基本計画を見直す

ための指針、市町村計画策定マニュアル(案)）を作成後、市町村説明会を実施した（平成

14年 10月 18日）。 

 

④モデル事業の実施 

  特定の町をモデル事業の対象市町村として、実際に市町村計画策定マニュアル(案)の内

容などを検討し、修正を進めた。 

 

⑤市町村計画策定マニュアルの作成、市町村説明会 

環境省、国土交通省、及び農林水産省からそれぞれ示された「生活排水処理施設整備計

画策定マニュアル」、④のモデル事業による検証及び本県の実情を踏まえた、市町村計画策

定マニュアル（経済比較に係る数値計算については PCの表計算ソフトで集計できるプログ

ラムを開発）を策定し、市町村説明会を実施した（平成 15年 3月 13日）。 

 

【平成 15年度】 

⑥市町村相談会 

  市町村に対して、事前に調査用紙を配布し、生活排水処理基本計画等の基礎諸元等に関

するヒアリングを実施した（平成 15年 6月 3日、4日、6日）。 

 

⑦市町村説明会 

  市町村生活排水処理基本計画等の提出方法（提出期限、提出資料など）に関する市町村

説明会を実施し（平成 15年 7月 31日）、今後のスケジュールの概略についてもあわせて説

明した。 
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埼玉県生活排水処理施設整備構想 

⑧市町村ヒアリング 

市町村生活排水処理基本計画等の進捗状況などの把握、計画策定に向けた技術的、懸案

事項などの相談を受けるために、市町村ヒアリングを計 4日実施した（平成 15年 9月 2日、

4日、8日、10日）。 

 

⑨技術相談会 

技術的なアドバイスを必要とする市町村に対して、技術相談会を開催した（平成 15 年

10月 20日）。 

 

⑩市町村生活排水処理基本計画等の受領会 

⑦の市町村説明会で示した提出方法に準じて、市町村で策定した生活排水処理基本計画

等の資料（帳票類一式、図面、電子媒体）の受領会を実施し（平成 15年 12月 1日、12月

2日）、提出資料の内容確認などを行った。 

 

⑪埼玉県生活排水処理施設整備構想の策定 

⑩で提出された市町村生活排水処理基本計画等の資料をもとに、必要に応じて更に個別

ヒアリングを実施するなど内容の確認を行い、埼玉県生活排水処理施設整備構想を策定し

た。 

 

構想見直しまでのフローは資料-図 3に示すとおりである。 
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埼玉県生活排水処理施設整備構想 
 

平
成
15
年
度

1. 現状と課題の分析

埼  玉  県 市町村

2. 基本方針の検討

3. 構想見直し指針（案） 4. モデル事業の実施

5. 市町村説明会（H14.10.18）
（基本構想見直し事業について）

7. 構想見直し指針
（市町村計画策定マニュアル）作成

6. モデル事業の完了

8. 市町村説明会（H15.3.13）
（市町村計画策定手法の説明について）

13. 市町村生活排水処理基本計画等
    原案の作成

14. 市町村との協議・調整
（必要に応じて実施）

15. 市町村生活排水処理基本計画等
の策定

17. 埼玉県生活排水処理施設
     整備構想の策定

（策定作業）

ヒアリング等

年度

平
成
14
年
度

9. 市町村相談会（H15.6.3～6.6）
（基礎諸元等の整理状況の把握）

10. 市町村説明会（H15.7.31）
（提出資料と提出期限の説明について）

11. 市町村ヒアリング
（H15.9.2, 9.4, 9.8, 9.10の計4日）
（計画策定に関する市町村に個別相談）

12. 技術相談会（H15.10.20）
（計画策定に関する市町村に個別相談）

16. 市町村生活排水処理基本計画等
     受領会の開催
  （平成15年12月1日,12月2日）

 
資料-図 3  県と市町村の構想見直しフロー 
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埼玉県生活排水処理施設整備構想 

【資料-3】市町村生活排水処理基本計画等の作成手順 
平成 14年度に策定した市町村生活排水処理基本計画（見直し）マニュアルで示した、経

済性と地域特性を考慮した市町村生活排水処理基本計画の策定方法の概要を示す。 
 

(1)  計画策定の基本方針 

計画策定の基本方針は、以下に示すとおりである。 
 
【基本方針】 

１）集合処理・個別処理の検討に際し、経済的な視点から評価する。 

２）集合処理・個別処理の検討に際し、経済性以外の要素も考慮する。 

３）経済比較に用いる費用関数は、県内または市町村の実績値を勘案する。 

４）個別処理については、適正な維持管理体制を確立することを前提に採用する。 

５）事業費が最小化できるように、さまざまなケースの経済比較を行う。 

 
 
上記に示した基本方針のうち、特に１）の経済的な視点からの評価（費用関数をもとに

した費用比較）と２）経済性以外の要素（地域固有の特性）を勘案して、市町村における

将来の生活排水処理事業の方針を見直すことを基本方針として掲げている。また、２）の

経済以外の要素を検討するにあたっては、市町村内部の関係部局が密に連携して、計画策

定に向けて取り組んでいくことが必要不可欠であるとした。 
 

(2)  計画策定手順 

計画策定手順は、大きく分けて 6つの段階に分けることができる。 
 
【計画策定手順】 

 １）検討対象区域の選定 

 ２）検討対象区域の区域割り（ゾーニング） 

 ３）検討対象区域内の基礎諸元（人口、世帯、管渠延長など） 

 ４）費用関数をもとにした生活排水処理方式の経済性の検討 

 ５）地域特性を考慮した生活排水処理方式の検討 

 ６）将来の生活排水処理方式の決定 

 ◎  市町村生活排水処理基本計画の策定 

   

上記に示した計画策定手順のうち、将来の生活排水処理方式の決定にあたっては、３）

の経済性の検討結果を重視することが重要ではあるが、生活排水処理施設整備の進捗を促

進するために、5）の地域特性を十分考慮し、関係各課との協議を十分に踏まえて、現実的

に実現可能な処理方式を選定し、将来の生活排水処理方式を決定するものとした。 
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埼玉県生活排水処理施設整備構想 
 

(3)  計画策定の基礎条件 

1)  基準年度と目標年度 

基準年度は、人口などの基礎資料の最新値が得られる平成 14年度を計画策定の基準年度

とし、基礎諸元のベースについても平成 14年度現在の数値を利用する。 

最終目標年度は、当該市町村の判断のもと、任意に設定するものとする。ただし、平成

22年度以降を最終目標年度とする市町村は、平成 22年度を中間目標年度に設定する。 

 

2)  費用関数 

検討対象区域の生活排水処理方式を検討するにあたって、経済的な視点での評価を行う

ために今回適用した費用関数をそれぞれに資料-表 1、資料-表 2に示す。 

 

【費用関数の出典】 

①「効果的な汚水処理施設整備のための都道府県構想策定マニュアル（案）」、平成 14年

2月、（社）日本下水道協会 

②「農業集落排水整備計画策定マニュアル」、平成 13 年 5 月、農林水産省農村振興局計

画部事業計画課、同整備部農村整備課 

③「生活排水処理施設整備計画策定マニュアル」、平成 14 年 3 月、環境省大臣官房廃棄

物・リサイクル対策部廃棄物対策課浄化槽対策室 

なお、農業集落排水の処理施設と管渠の建設費は、県内実績値（県農村整備課：「農業集

落排水施設実施状況（平成 14年度地区別調書）」）をもとに作成した費用関数を適用するこ

とにした。 

資料-表 1  集合処理に用いる費用関数 

項目 費用関数 備考

ポンプ施設 建設費 CPT=49000×N （万円） N：ポンプ施設数(箇所)
維持管理費 MPT=100×N （万円/年） N：ポンプ施設数(箇所)

マンホールポンプ 建設費 CMP=1000×N （万円） N：ポンプ施設数(箇所)
維持管理費 MMP=50×N （万円/年） N：ポンプ施設数(箇所)

圧送管 建設費 CPP=4.7×L （万円） L：管路延長(m)
維持管理費 MPP=0.0080×L （万円/年） L：管路延長(m)

注)ポンプ施設の建設費、維持管理費は、県内7箇所の公共下水道の実績（平均値)
【出典】(社)日本下水道協会：「効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想策定マニュアル」  

 

 46



 
 
 

埼玉県生活排水処理施設整備構想 
資料-表 2  埼玉県生活排水処理施設整備構想で用いる費用関数一覧表 

区分 項目 関数式 単位 備考

公共下水道 処理施設 建設費 CTg=493×QM
0.676 （万円） QM＜300

CTg=23.090×QM+14598 （万円） 300≦QM＜1,200

CTg=32.775×QM+85,431 （万円） 1,200≦QM＜10,000

CTg=93,218×(QM/1000)0.7229 （万円） QM≧10,000(焼却なし）

維持管理費 MTtg=47.8×QA
0.501 （万円/年） QA＜300

MTg=2,110.7×(QA/1,000)0.4692 （万円/年） 300≦QA≦1,200

MTg=3,083.9×(QA/1,000)0.6172 （万円/年） 1,200<QA＜10,000

MTg=1,982.4×(QA/1,000)0.8102 （万円/年） QA≧10,000(焼却なし）

管路施設 建設費 CP1=7.5×L （万円） L：管路延長(m)

維持管理費 MPg=0.0080×L （万円/年） L：管路延長(m)

農業集落排水 処理施設 建設費 CTa＝652.279×P0.618-15.571×P+4.2017 （万円） P：計画人口(人) 県の実績値

処理施設 維持管理費 MTA=1.97×P0.845 （万円/年） P：計画人口(人)

管路施設 建設費 Cpa=7.3*L （万円） L：管路延長(m) 県の実績値

維持管理費 YP=0.0024×L （万円/年） L：管路延長(m)

合併処理浄化槽 本体 CTJ5=88.8×N （万円） N：合併処理浄化槽基数<5人槽>

設置費 CTJ7=102.6×N （万円） N：合併処理浄化槽基数<7人槽>

維持管理費 MTJ5=6.5×N （万円/年） N：合併処理浄化槽基数<5人槽>

MTJ7=8.1×N （万円/年） N：合併処理浄化槽基数<7人槽>

QM：日最大汚水量(m3/日)

QA：日平均汚水量(m3/日)
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埼玉県生活排水処理施設整備構想 
 

3) 耐用年数 

集合処理（公共下水道、農業集落排水施設）と個別処理の耐用年数は、資料-表 3に示す

値を適用した。 

資料表-3  集合処理と個別処理施設の耐用年数の設定値 
処理方式 項目 耐用年数 備考

集合処理 処理施設 ●終末処理場土木建築物：50～70年
●終末処理場機械電気設備：15～35年

管路施設 72年 ●管渠：50～120年
ポンプ設備 20年 ●16～20年

個別処理 処理施設 ●躯体：30年
●機器設備類：7～15年

注)集合処理：公共下水道、農業集落排水施設に適用
注)個別処理：合併処理浄化槽に適用
【出典】(社)日本下水道協会：「効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想策定マニュアル」

【出典】(社)日本下水道協会：「下水道施設改築・修繕マニュアル」

33年

26年

 
 

4)  汚水量原単位 

市町村生活排水処理基本計画に用いた 1人 1日最大汚水量と 1人 1日平均汚水量（汚水

量原単位）は資料-表 4 に示す値を適用した。なお、汚水量原単位は各流域毎に設定されて

いる数値（「流域別下水道整備総合計画」の平成 27年度の計画値）を適用することとした。 

資料-表 4  汚水量原単位の設定値 
単位：m3/人･日

流域区分

項目 荒川流域 中川流域 利根川流域

1人1日最大汚水量 0.505 0.505 0.505
1人1日平均汚水量 0.405 0.405 0.395
注)表中の値は、「流域別下水道整備総合計画」の平成27年度計画値

【出典】県下水道課：「流域別下水道整備総合計画」  
 

5)  検討対象区域の基礎諸元の整理項目 

検討対象区域の基礎諸元の整理項目は下記に示す 9項目とした。 

【基礎諸元の整理項目】 

１）居住家屋の人口、戸数 

２）居住家屋以外の用途別建築物 

３）居住家屋以外の計画処理人口と戸数 

４）排水規制の対象施設とその排水処理方法 

５）既存合併処理浄化槽の設置数と処理人口 

６）合併処理浄化槽設置困難数 

７）区域内管渠延長距離 

８）管渠敷設障害箇所 

９）区域内の必要ポンプ 
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(4)  検討対象区域の考え方 

1)  検討対象区域の選定 

検討対象区域は、当該市町村において既に集合処理が整備されている区域または、整備

中の区域あるいは確実に整備が行われる予定の区域（下水道事業認可区域など）を除いた、

残りの区域を対象とした（資料-図 4の網掛け区域と白塗り区域が検討対象区域）。 

 

【検討対象区域外】 

① 既整備区域 

② 整備中の区域あるいは確実に整備が行われる区域（下水道事業認可区域など） 
 

 

全体計画区域（下水道の場合）
計画区域内未整備地区（農業集落排水の場合）

事業認可区域（下水道の場合）
整備中の区域（農業集落排水の場合）

検討対象区域

既整備区域

その他の区域

 
資料-図 4  検討対象区域の概念図 
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2)  集合処理と個別処理の経済比較の考え方 

ある区域について、集合処理と個別処理のどちらが経済的かを検討する場合、資料-図 5、

資料-図 6 に示すように、検討対象地域の戸数、人口、管渠延長などを整理して集合処理と

個別処理の整備費用をそれぞれ算出し、これを比較して集合処理または個別処理のどちら

が経済的に有利であるかを判定する。 
 

集合処理の整備費用

処理施設
維持管理費

MT

管路施設
建設費

CP

管路施設
維持管理費

MP

＜
個別処理の整備費用

合併処理
浄化槽
建設費

CJ

合併処理
浄化槽
維持管理費

MJ

処理場

集合処理区域 個別処理区域

+++
処理施設
建設費

CT

+

 
資料-図 5  経済比較の検討（集合処理が有利な場合） 

 

493×(OM×P)0.676

33
処理場建設費(CTg)

処理場維持管理費(MTg)

管渠施設建設費(CPg)

管渠施設
維持管理費(MPg)

47.8×(OA×P)0.501

7.5×L
72

0.0080×L

集合処理(公共下水道)の年間費用(万円/年)

88.8×N
26

合併処理浄化槽
建設費(CJ)

合併処理浄化槽
維持管理費(MJ)

6.5×N

個別処理の年間費用(万円/年)

＜
【備考】
 OM：1人1日最大汚水量(m3/人･日) <=0.505m3/人･日>  OA： 1人1日平均汚水量(m3/人･日) <=0.405m3/人･日>
 P   ：計画人口(人)        L ：管渠延長(m)        N：合併処理浄化槽設置基数

集合処理の年間費用
Σ(CＴg＋MTg＋CPg＋MPg)

個別処理の年間費用
Σ(CJ＋MJ)

 
資料-図 6  集合処理と個別処理の年間費用の比較 
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(5)  計画書と計画図 

1)  計画書 

計画書は、県から市町村へ配布した市町村生活排水処理基本計画（見直し）マニュアル

に準じた市町村表計算シート（電子媒体：Microsoft：EXCEL）にある帳票類一式を提出す

ることにした。 

市町村表計算シートの帳票類の一覧は下記に示すとおりである。 

 

   【帳票類一覧表】 

①表紙：基本諸元 

②帳票-1-(1)：既整備区域と事業化区域の整理結果  

③帳票-1-(2)：事業化区域と計画対象区域の関係把握 

④帳票-2-(1)：計画対象区域（大まかな区域割り）の基礎資料 

⑤帳票-2-(2)：居住家屋以外の建築物数、計画人口、換算人口の集計 

⑥帳票-2-(2)：区域割り見直し後の計画対象区域の基礎資料 

⑦帳票-3-(1)：集合処理区域と個別処理区域の経済性比較の検討 

⑧帳票-3-(2)：区域割見直しの集合処理区域と個別処理区域の経済性比較の検討 

⑨帳票-3-(3)：検討対象区域の経済性比較に関する結果（集合・個別処理区域の決定） 

⑩帳票-4   ：事業化区域と検討対象区域の接続に関する判定（下水道と農集） 

⑫帳票-5   ：整備手法の検討結果 

⑬帳票-6-(1)：概算事業費に関する検討結果 

⑭帳票-6-(2)：概算事業費“新旧比較表”  

⑮帳票-6-(3)：事業実施優先度に基づく、将来の処理人口と概算事業費の算出 

⑯帳票-7   ：発生汚泥量の算出結果 

⑰帳票-8   ：生活排水処理計画のまとめ 

 

2)  計画図 

計画図は、縮尺（S=1/10,000～1/25,000）の白地図に、施設区分に応じて色分けして作

成することにした。 

なお、計画図は、計画の見直し前と見直し後の生活排水処理方式が明確になるようにラ

ベル（区域の変更の有無、人口、世帯数、計画面積など）を図面に貼り付けて提出するこ

とにした。 
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